
- 109 -

〔随筆〕

教育方法学の研究スタンス

－教育社会学における学力格差論の基本構成と対比して－

助 川 晃 洋

日本政策研究センターのホームページに、2010 年 4 月 12 日付で「学力格差は
『絆』の格差」という記事が掲載されている。そこでは、次のように述べられて

いる（なお表記の不統一を解消し、一部に句読点を挿入した）（１）。

子供の学力格差は、経済格差がそのまま反映しているという話が定説のよう

に言われているが、前からどうも違うのではないかと感じていた。だが少し前

に、学力格差は経済格差というよりも、子供と地域・家族・学校との「絆」の

差であるとする研究結果が発表された（日本経済新聞、平成 21 年 11 月 30 日
付）。

この研究は大阪大学の志水宏吉教授によるもの。記事を要約すると、志水教

授の研究室では、1964 年と 2007 年の全国学力テストの比較分析を行った。そ
の結果、64 年当時は低い成績だったが今では中以上の成績を収めている県が
ある一方、逆に当時は成績が全国で上位にあった県が今では下位に低迷してい

る傾向があることが分かった。前者の典型例が秋田で、後者の典型例が大阪だ

という。

次に志水教授は、その原因を探るために、消費支出額、学校教育費割合など 35
の指標と成績との関連を統計的に分析。64 年当時は、子供の教育・習い事や
家族での団欒・余暇に多くのお金をかけることが可能な地域の子供の学力が総

体的に高かったが、07 年の分析では、経済的指標の影響力は一定程度存続し
ているものの、それとは異なる指標が大きく影響していることが浮かび上がっ

てきた。志水教授は言う。

「それらの指標を代表するものが、『持ち家率』『離婚率』『不登校率』

という 3 つである。持ち家率が高いほど、逆に離婚率および不登校率
が低いほど、その都道府県の子供たちの学力は高くなるという結果が出

てきたのだ。
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持ち家率が高いということは、数世代にわたってその地域に住み近隣

の人々とのつきあいが密である、あるいは祖父母と同居し近隣に親せき

がいる確率も高いということである。これは『地域とのつながり』の豊

かさを指す。

次に、離婚率が高いということは、少なくとも子供たちにとっては家

庭生活の不安定さや家族関係の揺らぎを意味することが多いだろう。す

なわち、『家庭とのつながり』の問題である。

そして、いろいろな事情・要因がからんでくるだろうが、不登校率が

高いということは、やはり当該地域における子供たちと『学校とのつな

がり』の弱体化ないしは希薄化を予想することができる」。

志水教授は、この 3 つを総合して「つながり格差」と呼んでいるが、結局、
学力以前に、地域・家庭・学校という「基盤」が子供にとっていかに大切なの

かということが分かる。

志水は、今日の我が国を代表する、仰ぎ見る思いの教育社会学研究者であるが、

上述した氏の見解に対しては、不肖の身ながら、教育方法学を専攻する者として、

どうしても違和感を禁じ得ない。秋田は離婚率が低いからつながり度が高い。家

庭が安定しているから子どもが落ち着いている。それが学力の高さをもたらして

いる。このような筋書きなのだろう。しかし、断じてそうではあるまい。これだ

とおちおち離婚もできないではないか（念のため付け加えておくと、現時点で、

私にその予定はないし、望んでもいない。ただし先のことは、当の本人にさえ、

もちろん他の誰にも全くわからない）。

貧困故に、また収入面で先の見通しが立たないために、（したくても）離婚で

きない人がいる。離婚しても、周囲に支え合う仲間がいるから生きていける人も

いる。にもかかわらず、離婚率が高いからつながり具合がよくない。そう判断さ

れてしまう。少なくとも、そのように思わせる仕掛けの報告にはなっている。だ

が、そもそも離婚率がつながりの程度を示しているかどうかなど、極めて疑わし

い。正式に別れていないだけで、関係が冷え切ったカップルは、巷にたくさんい

る。それぞれの家庭が抱えている（はずの）様々な悩みや不安、心配事には目も

くれず、「夫婦円満であれ」、「子どもを第一に」、「家族仲良く」等々、どれも正

しそうで、反論しづらいスローガンや威圧的なムード（同調圧力、プレッシャー）

ばかりを作り出して一体どうなるのか。

教育方法学の立場からすれば、対象のありようや傾向を数値（匿名データ）に

変換して定量的に、マクロなレベルで把握するのではなく、直接に人の顔が見え、

声が聞こえる世界に個別に焦点を当てて、その事実について丹念に調べ、実態や

特徴を定性的にあぶり出す方が、ずっと重要かつ生産的である。つながり方とい
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うのは、具体的な振る舞いと言動にこそ表れるものなのだ（２）。

ところで誤解してほしくないのだが、筆者には、自分が教育方法のゼミを主宰

しているからといって、受け持ちの大学院生に対して、ケーススタディやフィー

ルドワーク（エスノグラフィー）を推奨するつもりは微塵もない。むしろ若いう

ちは、文献研究（思想家のテクスト（３）の読解）に専心してもらいたいと念願し

ている。つながりの問題を取り上げるならば、それが、社会関係資本／ソーシャ

ル・キャピタル（social capital）というアカデミックな概念と高い親和性を有し
ていることに気づくとよい（４）。社会関係資本は、アメリカの政治学者で、ハー

バード大学教授のパットナム（Robert David Putnam）によれば、「個人間のつな
がり、すなわち社会的ネットワーク、およびそこから生じる互酬性と信頼性の規

範」（５）と定義することができ、教育学の術語としては、1915 年に改訂されたデ
ューイ（John Dewey）の『学校と社会』（The School and Society,1899）の追加部
分の中で（６）、最初に用いられたと言われている（７）。理論的・歴史的にアプロー

チするには、まさにうってつけである。
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